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第３次安倍改造内閣　　世論に逆らい暴走続ける
安倍首相が昨年末の総選挙以来初の内閣改造を行いました。主要閣僚を留任させ、安倍政権が進めてきた戦争法、消費税増税、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）参加、原発再稼働や沖縄新基地建設などの悪政推進の姿勢を露骨に示しました。「アベノミクス」の「第２ステージ」と称して持ち出した「１億総活躍社会」のため担当大臣を新設したのも、国民犠牲の政治の目先を変えて進めるためのものです。　ｐ「１億総活躍社会」のためという「国内総生産（ＧＤＰ）６００兆円実現」や「希望出生率１・８」、「介護離職ゼロ」など「新３本の矢」の目標には何の裏付けもありません。悪政を覆い隠し、国民の暮らしも経済も破壊した「アベノミクス」を加速するだけの「第２ステージ」なら止めてもらいたいものです。　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相は改造人事の決定にあたり｢仕事重視､結果第一の体制｣､「新しい体制でしっかり結果を出していく」と主張しました。しかし、国民の意思を踏みにじり、暴走に暴走を重ねる「結果第一」など国民は求めていません。悪政の｢結果｣を許さず、立憲主義も民主主義も平和主義も破壊した安倍政権を一日も早く打ち倒すことこそ、国民多数の願いです。
社会保障の更なる改悪　安心につながる社会保障と言いながら
財務省は９日、２０２０年度までの財政健全化計画の期間中に実施すべき社会保障制度の「改革」案を、財政制度等審議会（財務相の諮問機関）に示しました。
　医療では、外来受診を抑制するために､｢かかりつけ医」以外を受診する場合｢定額負担｣を上乗せする。市販品類似薬の保険給付外し。高額療養費制度で、特例で低くしている高齢者の負担上限を現役並みに引き上げる。入院の光熱費相当の居住費を患者負担にする“患者追い出し”等です。
　介護保険では、利用者負担の一律２割への引き上げ。軽度者の生活援助サービスや福祉用具貸与について原則自己負担化。「要支援外し」に続き、要介護１・２への通所介護サービスなどを介護保険から外し、自治体予算で行う仕組み（地域支援事業）に移行。４０―６４歳は給与水準に応じた保険料負担等です。
　年金では、支給開始年齢の更なる引き下げです。
　生活保護では、「能力に応じた就労」をしない利用者に対して「保護費の減額など」の措置を行う。　など６４項目にのぼる大改悪メニューです。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
桑名市「人口ビジョン」「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
２０１４年に「まち・ひと・しごと創生法」が国会で成立し、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が発表されました。桑名市でも、産業界・行政機関・教育機関・金融機関・労働団体・メディア(産官学金労言)等で構成する「桑名市地方創生会議」を設置して、総合的に取り組み首記の「案」を作成し、パブリックコメントを募集していました。１０月１日に締め切られましたが、「案」に対する意見の提出者は２名で、相変わらずの関心の低さを示しました。今後は、１０月中に、パブコメの意見を参考に「桑名市地方創生会議」等で調整され、議会には１１月に全員協議会で報告、意見聴取され、１２月中に決定される予定です。策定により認められる国からの交付金を財源で２０１６年度から新しい事業が実施されていきます。

【人口ビジョンとは】人口の現状を分析し、人口に関する地域の認識を共有することで、今後の目指すべき将来の方向と人口の将来展望を掲示するもので、地方版総合戦略においての効果的な施策を企画立案する上での重要な基礎となるもの。

【総合戦略とは】地域の人口動向や地域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する今後５か年の目標や施策の方向、具体的な施策をまとめたもの。

【問題点】

1、 人口ビジョンで言っている事は、昼間人口の対策だけ。

2、 総合戦略にあるのは、①桑名駅周辺の整備　②新病院の整備　③６次産業
の推進　④観光の産業化　⑤国際イベントの活用です。

桑名市地域包括ケアシステム推進協議会　総会(第１４回)を傍聴。

議事は、（１）桑名市地域包括ケア計画＝第６期介護保険事業計画の進捗状況（２）地域密着型サービス事業者の選定結果と今後の公募（３）各団体の取組み　① 桑名市在宅医療・介護連携支援センター（市医師会）② ＫＫセブン―イレブン・ジャパン（民間企業の宣伝はひんしゅく物）でした。

進捗状況は、まだ６カ月で進んでおらず評価の段階ではない。事業を一覧表にして誰もが分かるように配慮すべきです。計画の「アウトカム評価」は、客観的に出来るのか不安が残ります。参考資料で「日経ヘルスケア９月号」「月間介護保険１０月号」の桑名市の紹介記事が配布されていたが、何冊かの本で桑名市の介護保険事業が批判されている事（総合事業や応援会議）も知らせるべきです。
ＴＰＰ（環太平洋連携協定）「大筋合意」と言うが　　　　　　　　　　秘密交渉の結果の押し付け許すな！！
ＴＰＰについて協議していたアメリカ、日本など１２カ国は、協定の大筋について合意したと発表しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本はアメリカなどとの交渉で牛・豚肉、乳製品や主食であるコメについてまで大幅な市場開放を受け入れました。ＴＰＰ交渉は国民には中身を知らせず異常な秘密交渉が行われてきました。大筋で合意したといっても協定文の作成や調印はこれからです。日本は協定文作りから撤退し、調印を中止すべきです。　　　　　　　　　ｐ最終交渉といわれた閣僚会合が日程の延長を重ね、難航したように、原則としてあらゆる関税と非関税障壁を撤廃するＴＰＰは力が強いアメリカなどのルールを各国に押し付けるものです。多国籍の大企業の利益を図り各国の経済主権を侵害するため、各国内でも批判の声（クリントン次期アメリカ大統領候補も反対）が高まり、一時は「漂流」が取りざたされる状態でした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ国の在り方そのものを変えるものであり、しゃにむに合意を急いだ安倍政権の責任は重大です。とりわけ安倍政権が、ＴＰＰ交渉の促進のためには日米の合意が不可欠と、並行して行われた２国間交渉などで譲歩を重ね、牛・豚肉、乳製品、コメなどの大幅市場拡大を受け入れたことは重大です。なかでもコメについてはアメリカ７万トン、オーストラリア８４００トンの関税のかからない輸入枠を認めるなど、文字通りの大幅譲歩です。重要農産品の「聖域は守る」としてきた自民党の公約にも国会決議にも違反するものです。　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＴＰＰは関税撤廃を原則にするといいながら、自動車の関税は日本がゼロなのに、アメリカ自身は２５年間にわたって関税を維持するという不公平な内容です。　ｐＴＰＰ交渉の大筋合意にあたり、安倍首相は「国家１００年の計。暮らしを豊かにしてくれる」としています。しかし、農家や農業団体だけでなく、労働組合や市民団体など、多くの国民がＴＰＰに反対し、撤退を求めてきたのをどう受け止めるのか。協定への調印を許さず、ＴＰＰからの撤退を求めることがいよいよ重要です。
駅西土地区画整理事業の住民説明会が始まった。

初日（１０月１３日）は、山ノ手通・山ノ手通１丁目・東方元町地区で６０名程の参加だった。平成１４年度に「駅西まちづくりの会」を設立して、アンケート、勉強会等を行い、基本計画、土地利用方針を定め、地区計画案の作成など総額６，４５４万円かけて１０年ほど行ってきた。今回、効率的かつ効果的に進めるためにＵＲ都市機構の支援で「整備プログラム」を作成した。今まで検討が行われてきた「まちづくり」の考えを継承した形で整理したものという。

【整備プログラムの概要】
１、平成２７年３月末の進行状況
　仮換地指定率 １００％、整備済み宅地率 １０％、支出済み事業費率 ４０％、建物移転進捗率 ２３％、道路延長進捗率 １７％。
２、策定の背景と目的
　平成３３年の三重国体を意識（合併債が使える平成３１年までと関連）
３、基本的な考え
　駅周辺の早期整備、先行建設街区の早期整備、集団移転方式（中断移転方式）の導入（駅周辺の市有地に民活で５０戸位の高層マンションを建設し平成２８年度に完成させる。一定戸数を市が借り上げて、事業を進める。）
４、事業完了に向けた整備イメージ
　① 平成２７－２８年（下流側・北側より道路・下水の整備、中断移転用住宅の整備、先行街区の整備）
　② 平成２９－３０年（駅西広場、蛎塚益生線、西口駅前線、東西自由通路に着手、馬道・本郷地区の下水道）
　③ 平成３１－３２年(西桑名西方線、西口駅前線と蛎塚益生線の桑名中央東員線の以北、駅前街区の高度利用を推進)
５、土地利用誘導方針
　商業地域（桑名駅西口直近地区、馬道地区）、第１種住居地区（住宅Ａ＝残り，Ｂ地区＝先行街区）
６、事業実施期間・総事業費
　① 事業実施期間　平成３６年度末完成から１０年延伸の平成４６年度末に（理由は、移転交渉の難航と財源確保の困難）
　② 総事業費　２８５億円と変わらない（残１７０億円の大部分が家屋の移転補償費。予算総額は増えないというから、保証金にかなり上乗せしないと新しい家は建てられなくなる）
　③ 事業計画の見直し　時期が来たら見直しを行う（都市計画決定）

【説明会から】

1、 ３年間の空白があった説明会、説明は１５分、残り１時間以上が質疑応答

2、 進まなかった問題点は、予算か、補償か、やり方（玉突き）か

3、 平成３２年に本当に住めるのか、予算はあるのか

4、 優先順位は何か、マンション（中断移転用住宅）はできるのか

5、 生活をしている者のみになって考えて欲しい

6、 すでに移転等した人と差別の無いように

7、 当局からは、今後も具体的内容で説明していくと回答
[image: image1.jpg]


　[image: image2.jpg]



博物館近くに圧迫感のある巨大病院　　　　　　　新病院建設工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































